
　大学院経済学研究科附属国際経済政策研究センターは、
２月12日（金）、野依記念学術交流館において、社団法人キ
タン会と共催で、第11回名古屋ビジネスセミナーを開催し
ました。
　同セミナーは、地域に開かれた研究活動を推進すること
を目的として開催されたもので、今回は、金井経済学研

究科長及び岡田邦彦キタン会会長の開会のあいさつの後、
前田純一日本銀行名古屋支店長による「最近の金融経済情
勢について」と題する講演が行われました。
　前田支店長は、昨年の景気情勢、物価情勢を振り返り、
どん底からスタートしたが春以降は持ち直しの動きがみら
れること、それを牽引したのがエコカー購入支援策等によ
り支えられた自動車販売だったこと、ただし設備・雇用の
過剰感が引き続き大きく、未だ自律的な回復はしていない
ことなどについて説明しました。さらに、今年の展望とし
て、景気は基本的には持ち直しを続けるが、年の前半は海
外におけるエコカー購入支援策の終了なども影響して、持
ち直しペースが幾分鈍化する可能性があること、中国を中
心とする新興国経済の成長維持と米国経済の回復に期待し
ているが、不確実性が大きいことに留意する必要があるこ
となどについて述べました。
　景気の先行きが大きな関心を集めている時期ということ
で、100名近くの参加者は熱心に聞き入っており、講演後
には、今回の危機の原因などについて活発な質疑応答が行
われました。

　大学院経済学研究科は、１月４日（月）から６日（水）の３
日間、中国 海南大学において、「東アジアにおける生産と
技術のマネジメント」セミナーを開催しました。
　同セミナーは、日本学術振興会のアジア研究教育拠点事
業に平成20年度に採択された課題「東アジアにおけるモノ
づくりと環境のマネジメント」の一環として行われたもの

で、中国から天津大、北京理工大、西南交通大、南開大、
対外経済貿易大、海南大の研究者、日本から本学をはじめ
大阪市立大、神戸大などの研究者、さらには産業界からも
参加がありました。
　同事業では、我が国及び経済成長の著しい東アジアにお
いて、製造企業におけるモノづくりを支えるために、長年
培われてきた経営管理システムについて理論と実践の両面
から開発研究を推進しています。また、近年国際的な取り
組みが急務となっている地球温暖化に対しても、モノづく
りならびに低炭素社会の形成の観点から、経済発展と環境
改善のための方策について、北京大をはじめ中国の重点大
学と共同で研究を進めています。
　セミナーでは、まず、開会式で傅国 海南大学副学長か
ら歓迎のあいさつがあり、続いて、東アジアにおける生産
と技術の経営・マネジメントに関して、経営学だけでなく
経済学の観点から講演及び討議が行われました。
　講演内容は、大学院レベルのテキスト教材としてまとめ
られ、日中英の３ヶ国語で刊行される予定です。
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